
事業再構築補助金に挑戦してみませんか？

事業再構築補助金のポイント
・持続化給付金に変わる制度!
・予算が1兆円超!通常枠でも6,000万円まで補助金の活用が可能!
・認定支援機関・金融機関としての支援が求められる!

無断転載禁止 2021/11②

・本資料は2021年4月1日現在の税制に基づいて作成しています。また、内容につきましては、情報提供を目的として一般的な法律・税務上の取り扱いを記載しております。このため、
条件が変わることにより、本資料と異なる取り扱いになる場合がありますのでご留意下さい。対策の実効につきましては、税理士・弁護士と十分ご相談の上、ご自身の責任においてご判
断下さいますようお願い申し上げます。

今後の事業再構築補助金のスケジュール

事業再構築補助金の概要
補助金額:100万円～6,000万円（最大1億円）
対象事業者:中小企業等（中堅企業などを含む）
条件:①直近6ヶ月のうち、売上高の低い3ヶ月の合計額がコロナ以前の同3ヶ月と比較して

10％以上減少している。
②自社の強みや経営資源を活かしつつ経済産業省が示す「事業再構築指針」に沿った事
業計画を認定支援機関等と策定する。
事業再構築・・・【新分野展開】【事業転換】【業種転換】【業態転換】又は【事業再編】

いずれかの類型に該当する事業計画を認定支援機関と策定する必要がある。
第3次募集からの主な変更点
◦最低賃金枠の創設（採択件数に限りあり）

経営状況が厳しく、最低賃金近傍で雇用している従業員が一定割合以上の事業者について、
中小企業の場合、補助率を3/4に引上げ（通常枠は2/3）。他の枠に比べて採択率を優遇。

◦大規模賃金引上枠の創設（150社限定）
最低賃金の引上げの負担が大きい従業員数の多い事業者に配慮するため、従業員数が51人以上の場
合は、補助金上限を最大8,000万円まで引上げ、更に、従業員数が101人以上の場合には、補助金
上限を最大1億円とする。

事業再構築補助金 税理士法人プロネットNext 獲得実績
●6,000万円 × 1社 ●4,800万円 × 1社 ●1,500万円 × 1社
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税理士法人プロネットNextで一連の流れをサポート！
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令和4年1月中予定令和3年12月21日令和3年11月中


